
資料２－１－２

ブブブロードバンドを活用したブロードバンドを活用した

行政システム共同化の取組み行政システム共同化の取組み行政システム共同化の取組み行政システム共同化の取組み

平成２１年１２月平成２１年１２月 ９日９日平成２１年１２月平成２１年１２月 ９日９日

京都府京都府 政策企画部政策企画部 業務推進課業務推進課京都府京都府 政策企画部政策企画部 業務推進課業務推進課



京都府内における共同化の取組京都府内における共同化の取組

第Ⅰ段階 市町村によるパッケージソフトの共同構築

京都府町村会による共同化事業 平成 ９年度京都府町村会による共同化事業 平成 ９年度～

市町村共同システムの構築とブロ ドバンド市町村共同システムの構築とブロードバンド
による一括運用

京都デジタ 疏水 構築 運用 平成１５年度

第Ⅱ段階

京都デジタル疏水の構築・運用 平成１５年度～
京都府・市町村によるシステム共同化 平成１６年度～

ブロードバンドを活用した都道府県と市町村
の業務共同化

第Ⅲ段階
の業務共同化

京都府・市町村による業務共同化 平成１９年度～

第Ⅲ段階

11



Ⅰ 市町村によるパッケージソフトの共同構築Ⅰ 市町村によるパッケ ジソフトの共同構築

京都府町村会による共同化事業

○京都府町村会事業として自治体情報化推進事業を

京都府町村会による共同化事業

立ち上げ、基幹業務支援システム「ＴＲＹ－Ｘ」
等を自己開発

○京都府内の市町村だけでなく、鹿児島県、熊本県
内の全３１市町村で２１システムを共同利用内の全３１市町村で２１システムを共同利用

都道府県の枠を越えて利用が拡大・都道府県の枠を越えて利用が拡大

・「極力カスタマイズしない」方針の堅持特 長
・町村システムの機能向上（底上げ）

・大幅なシステム経費の低減を実現

22



市町村共同システムの構築と
ブⅡ

京都デジタル疏水の構築 運用

ブロードバンドによる一括運用Ⅱ

京都デジタル疏水の構築・運用
京都府・市町村によるシステム共同化

平成１４年 ４月 京都デジタル疏水ネットワークの構築開始

１５年１０月 京都デジタル疏水ネットワークの運用開始１５年１０月 京都デジタル疏水ネットワ クの運用開始

１６年 ６月 京都府・市町村行財政連携推進会議設置

１７年 ４月 京都府自治体情報化推進協議会設立

９月 統合型ＧＩＳ航空写真撮影（ １８年１月）９月 統合型ＧＩＳ航空写真撮影（～１８年１月）

１８年 １月～ 各種業務支援システムの共同開発

１９年 ４月 文書管理システム運用開始年 運用開

統合型ＧＩＳ（職員向け）本格運用開始

２０年 ２月 共同電子窓口サービス（施設予約､電子申請等）

統合型ＧＩＳ（全面的）運用開始統合型ＧＩＳ（全面的）運用開始

４月 基幹業務支援システム（住記・税系）運用開始

２２年 ４月 次期京都デジタル疏水ネットワークの運用開始

33

基幹業務支援システム（福祉系）運用開始予定



京都デジタル疏水ネットワーク

幹 線 (2.4ギガ bps)

高速支線( 1ギガ bps)

京都デジタル疏水ネットワ ク

病 院

丹後

高速支線( 1ギガ bps)

支 線 (100～10メガ bps)

府広 振接続拠点

中丹東
接続拠点

防災関係機関

府広域振興局

市町村

京都府庁

防災関係機関 市町村
中丹西
接続拠点

南丹
接続拠点

データセンター

中央

学校

京都IX

市町村･府機関･防災拠点等

中央
接続拠点

○ 広域イーサ網を利用 京都IX

府地域機関

○ 広域イーサ網を利用
○ 防災、教育、行政、医療、

民間のネットワークを

京都IX
インターネット

山城
接続拠点

44

民間のネットワ クを
ＶＬＡＮで収容 市町村



次期 京都デジタル疏水ネットワーク

メイン幹線 (10ギガ bps)

サブ幹線 (1ギガ b )

病 院

次期 京都デジタル疏水ネットワ ク

サブ幹線 (1ギガ bps)

高速支線( 1ギガ bps)

支 線 (100～10メガ bps)府広域振興局

防災関係機関
市町村

学校

データセンター

学校

京都IX

府地域機関

○ 広域イーサ網を利用

京都府庁

京都IX
インターネット

○ 広域イーサ網を利用
○ 防災、教育、行政、医療、

民間のネットワークを

55

民間のネットワ クを
ＶＬＡＮで収容

市町村

5



京都府・市町村によるシステム共同化京都府 市町村によるシステム共同化

京都府・市町村を通じた業務の標準化

高速光ネ トワ クを活用し システムを高速光ネットワークを活用し、システムを

共同化・共同運用共同化 共同運用

フロントオフィスの質の向上とバックオフィス

の構造最適化を実現の構造最適化を実現

66



京都府・市町村によるシステム共同化
システムの区分 概 要 運用開始時期 備 考

・収受から起案、決裁等を経て保存・廃棄に至るまで 文書管理システムの

京都府 市町村によるシステム共同化

文書管理システム
、

文書のライフサイクル全般を管理。
・紙決裁、電子決裁、両決裁併用のいずれにも対応

19年４月
文書管理システムの
共同運用は全国初

職 員 用
シ テム

・国土地理院から精度認定を受けた高精度地図
・防災、土地利用、統計等の情報を府・市町村で共有 職員用、公開用、携19年４月

統 合 型
地理情報
システム

システム

公 開 用
システム

・航空写真撮影の共同化、住宅地図の共同利用

・職員用システムで登録した情報(一部)を自動連携
・安心・安全に関する情報などをネット上で公開
・地図を利用した分かりやすい情報提供を実施

職員用、公開用、携
帯電話用のすべてを
網羅する統合型地理
情報システムの共同
運用は全国初

19年４月

２０年２月（ＧＩＳ）
ケータイ
ＧＩＳ

・カメラ付ＧＰＳ携帯電話で現地現場から写真送信
・災害現場、不法投棄現場、道路陥没箇所等を撮影し、

統合型ＧＩＳの地図上に登録

運用は全国初

ポ タル
・府・市町村共同のポータルサイト。

２０年２月

ポータル
システム

府 市町村共同のポ タルサイト。
・各種システムの入口になるとともに、申請書ダウン

ロード、イベント申込等のサービスも提供

公共施設
案内予約

共 同
電子窓口

・インターネットから府・市町村のスポーツ、文化施
設等の検索、空き確認、予約・抽選申込等が可能 ２０年２月

京都市も参加

案内予約
システム

電子申請
システム

電子窓口
サービス

設等の検索、空き確認、予約 抽選申込等が可能
・携帯電話からも利用可能

・インターネットから府・市町村が所管する申請・届
出等の行政手続を行うことが可能。

・市町村立小中学校との給与ファイル交換等にも利用

２０年２月

市町村立小中学校との給与ファイル交換等にも利用

基幹業務
支 援

住民記録
税業務系 ２０年４月

・市町村の基幹となる業務を処理
・市町村間でシステムを共通化し、

制度改正等に安価で対応可能
市町村ごとに異なる事務フ

住民基本台帳
国民健康保険
住民税 等

介護保険

77

システム

○ 総務事務システム、統合財務システム等についても共同化を推進

福 祉 系 ２２年４月
・市町村ごとに異なる事務フロー

を整理

介護保険
後期高齢者医療
児童手当 等



文書管理・電子決裁文書管理 電子決裁

19年４月から、全国で
初めて文書管理シ テム初めて文書管理システム
の共同運用を開始

文書管理・電子決裁

88

は各業務システムを
つなぐハブ



共同電子窓口サービス共同電子窓 サ ビス

・オンライン手続や情報共有の窓口となる共同ポータルサイトを整備
・スポーツ施設等の空き検索 申込等が行えるシステムを市町村と共同整備・スポーツ施設等の空き検索、申込等が行えるシステムを市町村と共同整備
・府単独電子申請システムを市町村との共同利用型システムへ移行
・イベント申込、アンケート機能の整備

イ

共同運営センター 京 都 府

（データセンター等）

住　民

イ
ン
タ
ー
　

ポ
ー
タ

ポ
ー
タ

電子申請システム
申請・状況照会

登録・参照

文書管理システム

企　業

　
　
　

ネ
ッ
ト

タ
ル
シ
ス
テ
ム 京都デジタル疏水

府内市町村

タ
ル
シ
ス
テ
ム

公共施設案内予約システム
空き照会・申込

文書管理システム

NPO

ト ム
（
住
民
向
け

京都デジタル疏水
ネットワーク
（ＬＧＷＡＮ）

ム
（
職
員
向
け

統合型ＧＩＳ

情報共有システム

検索・参照

登録・参照

）
け
）

コールセンター電
話

イ
ン
タ

99
共同運営基盤

　

メ
ー
ル

問　合　せ

等

ー
ネ
ッ
ト

外郭団体・
指定管理者



統合型ＧＩＳ（職員用システム）

精細な航空写真を表

統 （職員用 テ ）

精細な航空写真を表
示可能

重ねて表示する
ことも可能

住宅地図も表示

ことも可能

1010

住宅地図も表示
可能



統合型ＧＩＳ（ケータイＧＩＳ）

GPSの活用による
現場情報･写真の

経路案内地図情報の共有

統合型ＧＩＳ（ケ タイＧＩＳ）

現場情報･写真の
登録及び共有

1111



市町村基幹業務支援システム

府内市町村

市町村基幹業務支援システム

府内市町村 共同運営センター

基幹業務支援
Ａ市

コ ス ト 削 減基幹業務支援
システム

Ｗｅｂブラウザ

デ
ジ
タ

・システム導入、法制度改正対応等
の経費を削減

住記・税・福祉業務

コ ス ト 削 減

Ｗｅｂブラウザ

Ｂ町
市町村単位で

データベースを構成

タ
ル
疏
水

の経費を削減

・システム運用の共同化
運用保守管理 大量印刷

住記 税 福祉業務
（計２３サブシステム）

Ｗｅｂブラウザ

データベースを構成

Ａ市 B町 Ｃ村 ・・・

水
ネ
ッ
ト

運用保守管理、大量印刷、
ヘルプデスク等

運用管理
ヘルプデスク

大量印刷
Ｃ村

ト
ワ
ー
ク

高度なセキュリティ対策

業務改革 新しい行政スタイルによる

Ｗｅｂブラウザ

・・
※自市町村内設置の単独運用から共同運用へ段階的な移行も可能

ク
業務改革 新しい行政スタイルによる

住民サービスの向上

1212

・・
※自市町村内設置の単独運用から共同運用へ段階的な移行も可能



市町村基幹業務支援システム

住民情報や税情報、福祉情報を中核とした住民生活に関わりの深い

市町村基幹業務支援システム

以下のサブシステム群

住民情報系

印鑑証明システム

税情報系 福祉情報系

固定資産税システム
(土地家屋・償却資産)

介護保険システム

後期高齢者医療システム

住民基本台帳システム

印鑑証明システム

乳幼児医療システム

(土地家屋・償却資産)

個人住民税システム

法人住民税システム

後期高齢者医療システム

児童手当システム外国人登録システム

住民登録外システム

あて名管理システム

総合窓口システム

選挙システム

母子医療システム

老人医療システム

障害者医療システム

軽自動車税システム

収滞納管理システム

選挙システム

国民年金システム

障害者医療システム

児童扶養手当システム

保育所保育料システム

国民健康保険システム

1313



ブロードバンドを活用した都道府県
と市 村 業務共同化Ⅲ と市町村の業務共同化Ⅲ

京都府 市町村による業務共同化

① 標準化

京都府・市町村による業務共同化

① 標準化
・ 府と市町村を通じた課税～徴収の共通業務手順の作成
・ データの内容と様式の統一及びコードの関連付け

② 共同化
・ 課税資料収集～納税通知書発付までの業務の共同処理・ 課税資料収集～納税通知書発付までの業務の共同処理
・ 金融機関と連携した収納業務
・ 滞納整理の共同実施

③ フロントオフィス
・ 納税者の課税資料の申告等に係る窓口を一本化・ 納税者の課税資料の申告等に係る窓口を 本化
・ 納税者はどの役場においても必要なデータを確認可能

④ バックオフィス

1414

④ バックオフィス
・ 府と市町村で税業務の一元システムを保守、管理



税 業 務 共 同 化 ①

課 税 徴 収

税 業 務 共 同 化 ①

＋

個
人
住

固
定
資

軽
自
動

法
人
住

府
・督促状

・催告（文書､電話､訪問） 業
務

＋住
民
税

資
産
税

動
車
税

住
民
税 税

催告（文書､電話､訪問）
・納税折衝
・滞納整理

（財産調査 差押 公売）市町村で共同化

務
共
通

連携（共同化）

（財産調査､差押､公売）市町村で共同化

・窓口で府・市町村税を収納・申告書等の窓口一本化

課税の一体化 徴収の一体化

・窓口で府・市町村税を収納
・文書催告、コールセンター
・共同滞納整理（チーム編成）

申告書等の窓口 本化
・データ入力､ＤＢ作成一元化
・納税通知書の共同作成、発送

新築家屋の共同評価 共同調査等・新築家屋の共同評価､共同調査等

1515
市町村と府の税務共同処理体制の確立



税 業 務 共 同 化 ②

納 税 者 通常納付

課 税 収納･還付等 督促・催告・滞納整理（広域連合）

納期限後の未納案件

税 業 務 共 同 化 ②

納 税 者

金融機関

通常納付
・口座振替eＬ-Ｔax

対応
引
継

共同徴収
ム

指定金集約
・口座振替

納期限後の未納案件

共同課税
システム

固定資産税

継 システム

土地・家屋
督促状発付

（外部委託）宛名名寄
府
・

課
税

システム

納

償却資産

給与支払・公的
年金等報告書

電話催告
（外部委託）

催告文書発送

滞
納
管

情報共有

リスト作成市
町
村

税
リ
ス
ト

個人住民税

課
税

税
通
知
（

消込

年金等報告書

申告書

納税折衝

催告文書発送
（外部委託）

管
理
引
継
・

進行管理

帳票作成

未納

法人関係税

税
リ
ス
ト

（
統
一
納
付

申告書

納税折衝

財産調査

・
異
動
リ
ス課税変更

還付充当

未納

自動車税

ト 付
書
）

自動車登録
・申告

差押予告 執行停止

差 押 不納欠損

ス
ト

課税変更

宛名変更

1616

自動車税 ・申告



Ⅳ 共 同 化 の 成 果Ⅳ 共 同 化 の 成 果

１ 行財政改革効果１ 行財政改革効果

・税業務共同化 業務改革効果 ３００人
共同電子窓口サ ビス 初期数十億円→１ ５億円・共同電子窓口サービス 初期数十億円→１.５億円

・統合型地理情報システム 初期数十億円→２.６億円
・市町村基幹業務支援システム 毎年３億円程度・市町村基幹業務支援システム 毎年３億円程度

２ 住民サービス向上効果

・共同電子窓口サービス（公共施設案内予約システム等）
施設や窓口に出向くことなく自宅等から手続可能で住民負担を軽減

統合型地理情報シ テム (ＧＩＳ)・統合型地理情報システム (ＧＩＳ)
高精細、高精度の航空写真、地図を使った分かりやすい情報入手可能

３ 内部事務改革効果

・文書事務支援システム 意思決定が迅速化（決裁日数が半減）
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・統合財務システム ＰＤＣＡサイクル確立、予算書等自動化


